
Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
第
４
次
対
日
相
互
審
査
の

最
新
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
状
況

不
合
格
項
目
は
減
少
、

通
常
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
国
を
目
指
す
上
で
は
課
題
も

あ
ず
さ
監
査
法
人

金
融
統
轄
事
業
部
　

金
融
ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー
事
業
部

エ
グ
ゼ
ク
テ
ィ
ブ
・
ア
ド
バ
イ
ザ
ー

尾
崎
寛

シ
ニ
ア
・
ア
ソ
シ
エ
イ
ト西谷

美
律

ア
ソ
シ
エ
イ
ト

白
田
侑
希

第
２
回
Ｆ
Ｕ
Ｒ
で
は

五
つ
の
勧
告
が
合
格
水
準
に

　

２
０
２
１
年
８
月
に
公
表
さ
れ
た

Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
の
第
４
次
対
日
相
互
審
査

報
告
書
（
Ｍ
Ｅ
Ｒ
＝M

utual E
val-

uation R
eport

）
で
は
、
日
本
は
40

の
勧
告
の
う
ち
11
の
勧
告
に
つ
い
て

「
不
合
格
水
準
（
Ｐ
Ｃ
、
Ｎ
Ｃ
評

価
）」
と
な
り
、
改
善
が
必
要
で
あ

る
と
指
摘
さ
れ
た
。
有
効
性
評
価
と

合
わ
せ
た
総
合
評
価
（
注
１
）
で
「
重

点
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
国
」
と
さ
れ
、

３
年
間
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
審
査
を

受
け
て
い
る
。
こ
の
期
間
中
に
、
不

合
格
水
準
の
勧
告
に
つ
い
て
「
合
格

水
準
（
Ｃ
、
Ｌ
Ｃ
評
価
）」
へ
引
き

上
げ
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る

（
注
２
）。

22
年
９
月
の
第
１
回
Ｆ
Ｕ
Ｒ
で
は
、

勧
告
２
（
国
内
関
係
当
局
間
の
協

力
）
が
「
お
お
む
ね
適
合
」（
Ｌ

Ｃ
）
に
引
き
上
げ
ら
れ
た
。
そ
し
て

23
年
10
月
23
日
に
Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
が
公
表

し
た
第
２
回
Ｆ
Ｕ
Ｒ
に
お
い
て
は
、

四
つ
の
勧
告
が
「
一
部
適
合
」（
Ｐ

Ｃ
）
か
ら
Ｌ
Ｃ
に
格
上
げ
さ
れ
た
。

具
体
的
に
は
、
勧
告
５
（
テ
ロ
資
金

供
与
の
犯
罪
化
）、
勧
告
６
（
テ
ロ

リ
ス
ト
の
資
産
凍
結
）、
勧
告
24

（
法
人
の
実
質
的
支
配
者
）、
勧
告

28
（
特
定
非
金
融
業
者
お
よ
び
職
業

金
融
活
動
作
業
部
会
︵
Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
︶
の
第
４
次
対
日
相
互
審
査
の
第
２
回
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
報

告
書
︵
Ｆ
Ｕ
Ｒ
︶
が
２
０
２
３
年
10
月
に
公
表
さ
れ
、
五
つ
の
勧
告
に
つ
い
て
評
価
が
引
き
上

げ
ら
れ
た
。
22
年
に
実
施
さ
れ
た
第
１
回
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
と
合
わ
せ
て
、
六
つ
の
勧
告
の
評

価
引
き
上
げ
が
な
さ
れ
た
結
果
、﹁
一
部
適
合
﹂﹁
不
適
合
﹂
の
勧
告
の
数
は
11
か
ら
６
ま
で
減

っ
た
。
本
稿
で
は
、
今
回
の
評
価
引
き
上
げ
の
ポ
イ
ン
ト
と
、
次
回
の
第
５
次
相
互
審
査
で

﹁
通
常
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
国
﹂
と
な
る
た
め
に
必
要
な
今
後
の
対
応
に
つ
い
て
考
察
す
る
。

専
門
家
（
Ｄ
Ｎ
Ｆ
Ｂ
Ｐ
ｓ
）
に
対
す

る
監
督
）
の
四
つ
で
あ
る
。
ま
た
、

勧
告
８
（
非
営
利
団
体
（
Ｎ
Ｐ
Ｏ
）

の
悪
用
防
止
）
に
つ
い
て
は
「
不
適

合
」（
Ｎ
Ｃ
）
か
ら
「
一
部
適
合
」

（
Ｐ
Ｃ
）
に
格
上
げ
さ
れ
た
。

　

も
っ
と
も
、
引
き
続
き
六
つ
の
勧

告
は
不
合
格
水
準
に
と
ど
ま
っ
て
い

る
（
図
表
）。
こ
れ
ら
の
勧
告
に
つ

い
て
の
評
価
の
引
き
上
げ
と
、
第
５

次
相
互
審
査
で
の
有
効
性
評
価
の
向
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上
が
今
後
の
ポ
イ
ン
ト
と
な
る
。

法
改
正
で
テ
ロ
資
金
供
与
の 

犯
罪
化
を
実
現

　

勧
告
５
「
テ
ロ
資
金
供
与
の
犯
罪

化
」
は
、
テ
ロ
資
金
供
与
の
抑
止
の

た
め
、
テ
ロ
資
金
供
与
防
止
条
約
に

沿
っ
て
テ
ロ
資
金
供
与
を
犯
罪
と
し
、

テ
ロ
資
金
供
与
罪
を
共
犯
も
含
め
て

マ
ネ
ロ
ン
の
前
提
犯
罪
と
す
る
こ
と

を
求
め
て
い
る
。

　

Ｍ
Ｅ
Ｒ
で
は
勧
告
５
に
つ
い
て
、

日
本
は
Ｐ
Ｃ
評
価
だ
っ
た
。
特
定
の

テ
ロ
行
為
と
の
関
連
性
が
な
い
場
合

の
テ
ロ
組
織
ま
た
は
個
々
の
テ
ロ
リ

ス
ト
の
た
め
の
資
産
提
供
・
資
金
収

集
が
犯
罪
化
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
、

特
定
の
テ
ロ
資
金
提
供
処
罰
法
違
反

で
有
罪
判
決
を
受
け
た
自
然
人
に
対

す
る
刑
罰
が
軽
く
抑
止
力
が
な
い
こ

と
、
テ
ロ
資
金
提
供
罪
が
「
公
衆
等

脅
迫
目
的
」
を
要
件
と
し
て
お
り
テ

ロ
資
金
供
与
防
止
条
約
の
内
容
と
一

致
し
て
い
な
い
こ
と
等
が

不
十
分
と
さ
れ
た
。

　

こ
れ
ら
の
指
摘
を
受
け

て
、
22
年
12
月
に
テ
ロ
資

金
提
供
処
罰
法
を
公
衆
等

脅
迫
目
的
が
な
く
と
も
テ

ロ
資
金
供
与
の
規
制
対
象

と
な
る
よ
う
適
用
範
囲
を

拡
大
し
、
ま
た
、
法
定
刑

を
従
来
の
10
年
以
下
の
懲

役
ま
た
は
１
０
０
０
万
円

以
下
の
罰
金
か
ら
、
12
年

以
下
の
懲
役
も
し
く
は
１

２
０
０
万
円
以
下
の
の
罰

金
刑
へ
引
き
上
げ
た
（
22

年
12
月
29
日
施
行
）。
第

２
回
Ｆ
Ｕ
Ｒ
で
は
、
こ
れ

ら
の
改
正
が
評
価
さ
れ
、

Ｐ
Ｃ
評
価
か
ら
Ｌ
Ｃ
評
価
に
格
上
げ

さ
れ
た
。

　

一
方
で
、
テ
ロ
資
金
提
供
処
罰
法

で
は
自
己
資
金
の
提
供
に
対
し
て
は

非
適
用
と
な
っ
て
い
る
点
が
、
引
き

続
き
課
題
と
し
て
指
摘
さ
れ
て
い
る
。

制
裁
指
定
に
係
る 

国
内
手
続
き
の
整
備

　

勧
告
６
「
テ
ロ
リ
ス
ト
の
資
産
凍

結
」
は
、
国
連
安
全
保
障
理
事
会
決

議
（
安
保
理
制
裁
決
議
）
に
基
づ
き
、

テ
ロ
に
関
与
す
る
者
ま
た
は
団
体
の

資
産
を
凍
結
す
る
標
的
型
金
融
制
裁

を
実
施
す
る
た
め
の
法
的
整
備
と
、

直
接
・
間
接
を
問
わ
ず
、
そ
の
者
の

利
益
の
た
め
の
い
か
な
る
資
金
・
資

産
も
利
用
で
き
な
い
よ
う
に
す
る
こ

と
を
求
め
て
い
る
。

　

日
本
は
、
外
為
法
お
よ
び
国
際
テ

ロ
リ
ス
ト
財
産
凍
結
法
（
国
テ
ロ

法
）
で
、
テ
ロ
資
金
供
与
の
制
裁
措

置
に
対
応
し
て
い
る
。
外
為
法
で
は
、

非
居
住
者
と
居
住
者
間
の
送
金
に
つ

い
て
、
制
裁
対
象
者
が
受
取
人
ま
た

は
送
金
人
で
あ
っ
た
場
合
に
は
「
支

払
」
お
よ
び
「
資
本
取
引
」
を
制
限

し
、
財
務
省
か
ら
許
可
証
を
得
な
い

限
り
、
行
え
な
い
こ
と
と
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
国
テ
ロ
法
は
、
制
裁
対
象

者
と
の
資
産
の
受
領
、
借
入
れ
、
ま

た
は
売
却
と
い
っ
た
金
融
取
引
（
居

住
者
間
ま
た
は
日
本
国
内
の
取
引
に

限
る
）
を
制
限
し
、
都
道
府
県
公
安

委
員
会
が
承
認
し
な
い
限
り
、
行
え

な
い
よ
う
に
し
て
い
る
。
こ
れ
ら
の

資
産
凍
結
措
置
は
、
外
務
省
と
国
家

公
安
委
員
会
の
そ
れ
ぞ
れ
の
官
報
に

公
告
さ
れ
た
時
点
で
直
ち
に
適
用
さ

れ
る
。

　

Ｍ
Ｅ
Ｒ
に
お
い
て
、
日
本
は
、
制

裁
措
置
を
実
行
す
る
法
令
を
有
し
て

お
り
、
安
保
理
制
裁
決
議
か
ら
告
示

ま
で
の
タ
イ
ム
ラ
グ
に
つ
い
て
改
善

さ
れ
て
い
る
点
が
認
め
ら
れ
、
金
融

庁
「
マ
ネ
ー
・
ロ
ー
ン
ダ
リ
ン
グ
及

び
テ
ロ
資
金
供
与
対
策
に
関
す
る
ガ

イ
ド
ラ
イ
ン
」
に
お
い
て
、
金
融
機

関
に
対
し
て
制
裁
措
置
の
対
応
を
求

め
て
い
る
点
も
評
価
さ
れ
て
い
た
。

　

一
方
で
、
金
融
庁
の
ガ
イ
ド
ラ
イ

ン
は
金
融
機
関
（
含
む
暗
号
資
産
交

換
業
者
）
に
の
み
適
用
可
能
で
あ
る
。

ま
た
、
指
定
さ
れ
た
個
人
（
ま
た
は

団
体
）
の
代
理
ま
た
は
そ
の
指
示
で

行
動
す
る
個
人
（
お
よ
び
団
体
）
の

資
金
や
そ
の
他
の
資
産
に
ま
で
及
ん

で
適
用
さ
れ
る
か
と
い
う
点
は
不
明

確
で
あ
る
と
さ
れ
た
。
そ
の
結
果
、

〔図表〕 ＦＡＴＦによる評価状況
勧告 ＭＥＲ 現状
2 国内関係当局間の協力 ＰＣ ＬＣ
5 テロ資金供与の犯罪化 ＰＣ ＬＣ
6 テロリストの資産凍結 ＰＣ ＬＣ
8 非営利団体（ＮＰＯ）の悪用防止 ＮＣ ＰＣ
12 ＰＥＰ（重要な公的地位を有する者） ＰＣ ＰＣ
22 ＤＮＦＢＰｓにおける顧客管理 ＰＣ ＰＣ
23 ＤＮＦＢＰｓによる疑わしい取引の報告義務 ＰＣ ＰＣ
24 法人の実質的支配者 ＰＣ ＬＣ
25 法的取り決めの実質的支配者 ＰＣ ＰＣ
28 ＤＮＦＢＰｓに対する監督義務 ＰＣ ＬＣ

（注） 　評価が高い順に、Ｃ（適合）、ＬＣ（おおむね適合） 、ＰＣ（一
部適合）、ＮＣ（不適合）。

（出所） 　ＦＡＴＦ資料からあずさ監査法人作成。
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Ｐ
Ｃ
評
価
に
と
ど
ま
っ
た
。

　

こ
れ
ら
の
指
摘
に
対
し
日
本
政
府

は
、
関
係
省
庁
連
絡
会
議
で
合
意
し

た
手
続
き
に
よ
り
、
制
裁
指
定
に
係

る
国
内
手
続
き
を
整
備
し
た
。
ま
た
、

制
裁
指
定
を
安
保
理
決
議
か
ら
24
時

間
以
内
（
注
３
）
に
実
施
す
る
よ
う

手
続
き
を
さ
ら
に
短
縮
し
た
。
こ
れ

に
よ
っ
て
、
お
お
む
ね
差
異
は
解
消

さ
れ
た
と
し
て
、
Ｍ
Ｅ
Ｒ
の
Ｐ
Ｃ
評

価
か
ら
、
第
２
回
Ｆ
Ｕ
Ｒ
で
は
Ｌ
Ｃ

評
価
に
引
き
上
げ
ら
れ
た
。

　

も
っ
と
も
、
第
２
回
Ｆ
Ｕ
Ｒ
で
は
、

国
テ
ロ
法
に
お
い
て
、
Ｄ
Ｎ
Ｆ
Ｂ
Ｐ

ｓ
が
凍
結
資
産
を
当
局
に
報
告
す
る

義
務
が
あ
る
か
ど
う
か
を
明
確
に
し

て
い
な
い
点
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。

ま
た
、
Ｄ
Ｎ
Ｆ
Ｂ
Ｐ
ｓ
が
顧
客
か
ら

資
産
を
預
か
る
こ
と
を
想
定
し
て
お

ら
ず
、
Ｄ
Ｎ
Ｆ
Ｂ
Ｐ
ｓ
に
指
定
さ
れ

た
個
人
（
ま
た
は
団
体
）
と
の
間
の

資
本
取
引
の
状
況
を
報
告
す
る
こ
と

を
義
務
付
け
て
い
な
い
点
や
、
Ｄ
Ｎ

Ｆ
Ｂ
Ｐ
ｓ
へ
の
制
裁
指
定
伝
達
は
金

融
機
関
よ
り
も
遅
れ
て
い
る
点
に
つ

い
て
も
指
摘
さ
れ
て
い
る
。

Ｎ
Ｐ
Ｏ
の
悪
用
防
止
に
は 

引
き
続
き
課
題

　

勧
告
８
「
Ｎ
Ｐ
Ｏ
の
悪
用
防
止
」

は
、
テ
ロ
資
金
の
乱
用
に
対
し
て
脆

弱
で
あ
る
と
特
定
さ
れ
た
Ｎ
Ｐ
Ｏ
に

関
連
す
る
法
令
の
妥
当
性
を
見
直
し
、

リ
ス
ク
ベ
ー
ス
ア
プ
ロ
ー
チ
に
沿
っ

て
、
重
点
的
か
つ
比
例
的
な
措
置
を

適
用
す
る
こ
と
を
求
め
て
い
る
。

　

Ｍ
Ｅ
Ｒ
に
お
い
て
、
日
本
は
Ｎ
Ｃ

評
価
と
な
っ
て
い
た
。
主
に
年
次
報

告
書
や
臨
時
報
告
書
の
収
集
、
現
場

調
査
の
実
施
と
い
っ
た
一
般
的
な
ガ

バ
ナ
ン
ス
に
つ
い
て
監
督
し
て
い
る

も
の
の
、
テ
ロ
資
金
供
与
に
関
す
る

リ
ス
ク
ベ
ー
ス
ア
プ
ロ
ー
チ
に
基
づ

い
た
対
応
が
不
十
分
と
さ
れ
た
。

　

具
体
的
に
は
、
テ
ロ
資
金
供
与
へ

の
悪
用
の
リ
ス
ク
が
あ
る
Ｎ
Ｐ
Ｏ
ま

た
は
そ
の
種
類
を
特
定
し
て
お
ら
ず

（
Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
の
定
義
よ
り
も
Ｎ
Ｐ
Ｏ

の
対
象
範
囲
が
狭
く
）、
セ
ク
タ
ー

全
体
で
の
リ
ス
ク
評
価
が
不
十
分
で

あ
る
と
と
も
に
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
へ
の
ガ
イ

ダ
ン
ス
や
関
係
省
庁
間
の
連
携
が
最

小
限
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
点
等
が
指

摘
さ
れ
て
い
た
。

　

こ
れ
ら
の
指
摘
を
受
け
て
、
政
府

は
22
年
度
「
犯
罪
収
益
移
転
危
険
度

調
査
書
」
に
お
い
て
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
の
法

人
種
別
ご
と
の
リ
ス
ク
評
価
の
実
施

を
行
っ
た
。
加
え
て
、
21
年
に
設
置

し
た
「
マ
ネ
ロ
ン
・
テ
ロ
資
金
供
与

・
拡
散
金
融
対
策
政
策
会
議
」
の
枠

組
み
、
内
閣
府
担
当
部
署
に
よ
る
所

管
Ｎ
Ｐ
Ｏ
へ
の
ア
ウ
ト
リ
ー
チ
（
働

き
か
け
）
の
実
施
、「
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人

の
テ
ロ
資
金
供
与
対
策
の
た
め
の
ガ

イ
ダ
ン
ス
」（
22
年
６
月
）
の
公
表

や
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
提
供
な
ど
も

評
価
さ
れ
た
。
こ
れ
ら
に
よ
り
、
第

２
回
Ｆ
Ｕ
Ｒ
で
は
Ｎ
Ｃ
か
ら
Ｐ
Ｃ
評

価
に
引
き
上
げ
ら
れ
た
。

　

し
か
し
、
引
き
続
き
課
題
が
存
在

す
る
こ
と
も
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
具

体
的
に
は
、
特
定
さ
れ
た
リ
ス
ク
に

対
処
す
る
た
め
に
比
例
的
か
つ
効
果

的
な
措
置
を
講
じ
る
こ
と
が
で
き
る

よ
う
な
リ
ス
ク
ベ
ー
ス
で
の
監
督
の

枠
組
み
、
テ
ロ
資
金
供
与
リ
ス
ク
か

ら
自
ら
を
守
る
た
め
に
取
る
べ
き
措

置
に
つ
い
て
の
Ｎ
Ｐ
Ｏ
の
さ
ら
な
る

理
解
向
上
が
挙
げ
ら
れ
る
。

　

ま
た
、
テ
ロ
資
金
供
与
や
乱
用
が

疑
わ
れ
る
Ｎ
Ｐ
Ｏ
を
調
査
す
る
た
め

の
高
度
な
専
門
知
識
と
能
力
や
、
関

係
省
庁
間
や
官
民
で
の
情
報
共
有
の

促
進
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
に
適
用
さ
れ
る
リ
ス

ク
ベ
ー
ス
ア
プ
ロ
ー
チ
等
の
要
件
が

Ｎ
Ｐ
Ｏ
に
よ
っ
て
順
守
さ
れ
て
い
る

か
の
監
督
な
ど
に
関
し
て
も
課
題
が

存
在
す
る
と
さ
れ
て
い
る
。

　

日
本
の
Ｎ
Ｐ
Ｏ
の
活
動
が
リ
ス
ク

の
高
い
地
域
に
及
ん
で
い
る
こ
と
を

踏
ま
え
、
Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
は
、
こ
れ
ら
の

不
備
は
中
程
度
で
あ
る
と
Ｆ
Ｕ
Ｒ
で

指
摘
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
に
よ
る
Ｎ
Ｐ
Ｏ

の
定
義
は
「
慈
善
・
宗
教
・
文
化
・

教
育
・
社
会
・
友
愛
な
ど
の
目
的
の

た
め
に
、
ま
た
は
そ
の
他
の
種
類
の

「
慈
善
活
動
」
を
行
う
た
め
に
、
主

に
資
金
を
供
与
ま
た
は
分
配
す
る
こ

と
を
目
的
と
し
た
法
人
、
法
的
取
極

ま
た
は
団
体
」
で
あ
る
。
そ
れ
に
対

し
、
日
本
に
お
け
る
Ｎ
Ｐ
Ｏ
は
、
公

益
法
人
、
特
定
非
営
利
活
動
法
人
、

学
校
法
人
、
宗
教
法
人
、
医
療
法
人
、

お
よ
び
社
会
福
祉
法
人
と
、
定
義
さ

れ
て
い
る
。
法
人
化
さ
れ
て
い
な
い
、

慈
善
活
動
を
行
う
非
営
利
団
体
を
含

め
て
勧
告
８
に
準
拠
し
た
監
督
を
行

う
こ
と
も
、
課
題
の
一
つ
で
あ
る
。

対
応
が
道
半
ば
の 

法
人
の
実
質
的
支
配
者
把
握

　

勧
告
24
「
法
人
の
透
明
性
と
実
質

的
支
配
者
」
は
、
法
人
（
株
式
会
社
、

持
分
会
社
、
一
般
社
団
法
人
、
一
般

財
団
法
人
）
が
マ
ネ
ロ
ン
等
に
乱
用

さ
れ
る
こ
と
を
防
止
す
る
よ
う
求
め
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て
い
る
。
当
局
が
法
人
の
実
質
的
支

配
者
を
特
定
す
る
に
は
、
一
定
の
基

本
情
報
（
会
社
名
、
法
的
形
態
、
本

店
所
在
地
等
の
情
報
と
、
株
主
お
よ

び
社
員
の
氏
名
や
各
株
主
の
保
有
す

る
株
式
数
等
を
記
載
し
た
株
主
名
簿

ま
た
は
社
員
名
簿
）
が
必
要
で
あ
る
。

各
国
は
、
当
局
が
適
時
に
法
人
の
実

質
的
支
配
者
を
確
認
で
き
る
よ
う
、

複
数
の
手
法
に
よ
り
、
当
局
が
効
率

的
に
必
要
な
情
報
へ
ア
ク
セ
ス
で
き

る
よ
う
な
体
制
を
構
築
す
る
こ
と
が

求
め
ら
れ
て
い
る
。

　

Ｍ
Ｅ
Ｒ
で
は
Ｐ
Ｃ
評
価
で
あ
っ
た

が
、
第
２
回
Ｆ
Ｕ
Ｒ
で
は
１
段
階
引

き
上
げ
ら
れ
、
Ｌ
Ｃ
評
価
と
な
っ
た
。

評
価
が
引
き
上
げ
ら
れ
た
背
景
と
し

て
、
22
年
１
月
31
日
か
ら
運
用
開
始

と
な
っ
た
「
実
質
的
支
配
者
リ
ス
ト

制
度
」
の
創
設
に
伴
い
、
株
式
会
社

が
実
質
的
支
配
者
情
報
を
入
手
す
る

た
め
に
当
局
と
協
力
す
る
こ
と
を
可

能
に
す
る
措
置
が
講
じ
ら
れ
て
い
る

と
評
価
さ
れ
た
。
ま
た
、
株
式
会
社

の
商
業
登
記
に
お
け
る
株
主
リ
ス
ト

の
届
け
出
に
関
す
る
再
評
価
を
依
頼

し
、
説
明
を
よ
り
丁
寧
に
行
っ
た
こ

と
等
が
評
価
引
き
上
げ
に
つ
な
が
っ

た
。

　

他
方
、
依
然
と
し
て
複
数
の
差
異

が
解
消
し
て
い
な
い
と
さ
れ
て
い
る
。

具
体
的
に
は
、
商
業
登
記
所
に
お
い

て
入
手
で
き
る
株
主
情
報
の
範
囲
が

明
確
で
な
い
こ
と
や
、
権
限
あ
る
当

局
が
法
人
の
保
有
す
る
最
新
で
正
確

な
基
本
情
報
に
適
時
に
ア
ク
セ
ス
で

き
る
よ
う
に
す
る
た
め
の
具
体
的
な

措
置
が
な
い
こ
と
、
無
記
名
株
式
の

売
買
禁
止
後
の
措
置
が
不
十
分
で
あ

る
こ
と
等
で
あ
る
。

　

勧
告
28
「
Ｄ
Ｎ
Ｆ
Ｂ
Ｐ
ｓ
の
規
制

と
監
督
」
は
、
Ｄ
Ｎ
Ｆ
Ｂ
Ｐ
ｓ
を
マ

ネ
ー
・
ロ
ー
ン
ダ
リ
ン
グ
お
よ
び
テ

ロ
資
金
供
与
対
策
の
た
め
の
規
制
や

監
督
措
置
の
対
象
と
す
る
こ
と
を
求

め
る
も
の
で
あ
る
。
Ｍ
Ｅ
Ｒ
で
は
Ｐ

Ｃ
評
価
を
受
け
て
い
る
が
、
本
勧
告

の
要
件
を
満
た
す
た
め
の
い
く
つ
か

の
措
置
が
講
じ
ら
れ
た
こ
と
等
に
よ

り
、
第
２
回
Ｆ
Ｕ
Ｒ
で
は
１
段
階
引

き
上
げ
ら
れ
、
Ｌ
Ｃ
評
価
と
な
っ
た
。

具
体
的
に
は
、
22
年
12
月
の
犯
罪
収

益
移
転
防
止
法
改
正
で
弁
護
士
等
が

取
引
時
確
認
義
務
の
対
象
と
規
定
さ

れ
た
こ
と
、
Ｄ
Ｎ
Ｆ
Ｂ
Ｐ
ｓ
向
け
の

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
が
公
表
さ
れ
た
こ
と

等
で
あ
る
。
し
か
し
、
Ｄ
Ｎ
Ｆ
Ｂ
Ｐ

ｓ
へ
の
リ
ス
ク
ベ
ー
ス
で
の
監
督
の

レ
ベ
ル
や
範
囲
、
効
果
性
、
当
局
に

よ
る
制
裁
措
置
に
は
い
ま
だ
課
題
が

残
さ
れ
て
い
る
。

評
価
が
据
え
置
か
れ
た 

勧
告
も

　

勧
告
25
「
法
的
取
り
決
め
の
透
明

性
と
実
質
的
支
配
者
」
は
、
法
的
取

り
決
め（
信
託
等
）が
マ
ネ
ロ
ン
・
テ

ロ
資
金
供
与
に
乱
用
さ
れ
な
い
よ
う

必
要
な
措
置
を
講
じ
る
こ
と
を
求
め

る
も
の
で
あ
る
。
Ｍ
Ｅ
Ｒ
で
は
Ｐ
Ｃ

評
価
を
受
け
て
お
り
、
第
２
回
Ｆ
Ｕ

Ｒ
で
も
評
価
は
据
え
置
き
と
な
っ
た
。

　

Ｍ
Ｅ
Ｒ
以
降
、
ギ
ャ
ッ
プ
事
項
を

是
正
す
る
措
置
が
い
く
つ
か
講
じ
ら

れ
た
。
し
か
し
、
Ｍ
Ｅ
Ｒ
で
指
摘
さ

れ
た
「
取
引
関
係
構
築
の
際
や
、
閾

値
を
超
え
る
臨
時
の
取
引
を
行
う
際

に
、
受
託
者
が
金
融
機
関
や
Ｄ
Ｎ
Ｆ

Ｂ
Ｐ
ｓ
に
自
己
の
状
況
を
開
示
す
る

明
示
的
な
義
務
が
あ
る
か
が
不
明
確

で
あ
る
こ
と
」（
基
準
25
・
３
、
注

４
）
と
い
う
差
異
へ
の
対
応
が
進
ん

で
お
ら
ず
、
本
基
準
は
未
充
足
評
価

と
な
っ
た
。
こ
の
基
準
は
重
要
な
観

点
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
勧
告
25
全
体

の
評
価
が
据
え
置
き
と
の
判
断
と
な

っ
て
い
る
。

　

こ
の
指
摘
を
受
け
て
、
23
年
５
月

26
日
改
訂
・
同
年
６
月
１
日
適
用
の

「
犯
収
法
の
留
意
事
項
」
に
お
い
て
、

「
取
引
を
行
う
目
的
」
の
一
例
と
し

て
「
信
託
の
受
託
者
と
し
て
の
取

引
」
を
明
記
し
、
銀
行
等
の
特
定
事

業
者
に
対
し
て
受
託
者
の
地
位
開
示

を
明
確
に
求
め
て
い
る
。
こ
の
点
が
、

次
回
の
Ｆ
Ｕ
Ｒ
で
ど
の
よ
う
に
評
価

さ
れ
る
か
が
ポ
イ
ン
ト
で
あ
ろ
う
。

　

ま
た
、
信
託
会
社
等
に
係
る
規
制

に
つ
い
て
は
基
準
の
ほ
と
ん
ど
を
順

守
し
て
い
る
も
の
の
、
他
方
で
、
信

託
業
法
に
基
づ
か
ず
、
非
営
利
目
的

で
組
成
さ
れ
る
民
事
信
託
に
つ
い
て

は
、
本
勧
告
で
求
め
ら
れ
る
要
件
の

順
守
が
不
十
分
な
点
が
多
い
と
さ
れ

た
。
具
体
的
に
は
、
受
託
者
が
委
託

者
・
受
益
者
に
関
す
る
正
確
か
つ
最

新
の
情
報
を
保
持
す
る
こ
と
を
求
め

る
要
件
が
な
い
こ
と
、
受
託
者
と
し

て
の
義
務
を
履
行
し
な
か
っ
た
場
合

に
課
さ
れ
る
制
裁
措
置
が
比
例
的
で

な
く
抑
止
力
が
な
い
こ
と
等
で
あ
る
。

第
５
次
審
査
に
向
け
て 

有
効
性
評
価
の
引
き
上
げ
を

　

第
５
次
相
互
審
査
の
手
続
き
案
に

よ
れ
ば
、
通
常
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
国

に
な
る
た
め
に
は
、
法
令
等
順
守
体

制
の
不
合
格
水
準
の
勧
告
が
四
つ
以
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下
で
あ
る
こ
と
、
有
効
性
評
価
項
目

の
Ｍ
評
価
（
注
５
）
が
五
つ
以
下
で

あ
り
、
か
つ
Ｌ
評
価
が
な
い
こ
と
が

条
件
と
な
る
。

　

第
２
回
Ｆ
Ｕ
Ｒ
で
は
、
不
合
格
水

準
の
勧
告
の
数
が
６
ま
で
減
少
し
て

い
る
の
で
、
あ
と
二
つ
の
勧
告
を
Ｌ

Ｃ
以
上
に
引
き
上
げ
る
こ
と
が
必
要

で
あ
る
。
い
ま
だ
に
Ｐ
Ｃ
評
価
と
な

っ
て
い
る
勧
告
は
、
本
稿
で
触
れ
た

勧
告
８
、
勧
告
25
の
ほ
か
、
勧
告
７

（
大
量
破
壊
兵
器
の
拡
散
に
関
与
す

る
も
の
へ
の
金
融
制
裁
）、
勧
告
12

（
Ｐ
Ｅ
Ｐ
＝
重
要
な
公
的
地
位
を
有

す
る
者
）、
勧
告
22
（
Ｄ
Ｎ
Ｆ
Ｂ
Ｐ

ｓ
に
お
け
る
顧
客
管
理
）、
勧
告
23

（
Ｄ
Ｎ
Ｆ
Ｂ
Ｐ
ｓ
に
よ
る
疑
わ
し
い

取
引
の
報
告
義
務
）
の
六
つ
で
あ
る
。

　

ま
ず
は
22
年
12
月
の
臨
時
国
会
に

よ
っ
て
可
決
・
整
理
し
た
Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ

勧
告
対
応
法
の
順
次
施
行
を
踏
ま
え
、

24
年
４
月
ご
ろ
に
提
出
す
る
予
定
の

第
３
回
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
報
告
で
丁

寧
に
説
明
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

　

改
正
さ
れ
た
勧
告
へ
の
追
加
対
応

も
検
討
す
べ
き
で
あ
る
。
例
え
ば
、

23
年
11
月
に
は
、
勧
告
４
（
犯
罪
収

益
の
没
収
・
保
全
措
置
）
お
よ
び
解

釈
ノ
ー
ト
の
改
正
が
公
表
さ
れ
た
。

こ
れ
は
、
疑
わ
し
い
取
引
の
届
け
出

を
分
析
す
る
部
署
（
わ
が
国
で
は
警

察
庁
犯
罪
収
益
移
転
防
止
対
策
室
＝

Ｊ
Ａ
Ｆ
Ｉ
Ｃ
）
が
、
犯
罪
の
疑
い
の

あ
る
取
引
を
即
時
に
停
止
で
き
る
よ

う
に
す
る
措
置
を
講
ず
る
べ
き
こ
と
、

有
罪
判
決
に
基
づ
か
な
い
剥
奪
を
可

能
に
す
べ
き
こ
と
等
、
犯
罪
収
益
没

収
、
剥
奪
、
資
産
回
復
の
強
化
を
求

め
る
内
容
と
な
っ
て
い
る
。
現
在
、

Ｍ
Ｅ
Ｒ
の
勧
告
４
は
Ｌ
Ｃ
評
価
で
あ

る
が
、
第
５
次
相
互
審
査
で
も
現
行

法
で
十
分
か
、
直
ち
に
検
討
に
着
手

す
べ
き
で
あ
ろ
う
。

　

さ
ら
に
、
有
効
性
項
目
の
Ｍ
評
価

と
な
っ
て
い
る
項
目
を
減
ら
す
必
要

が
あ
る
。
第
４
次
対
日
相
互
審
査
で

は
、
マ
ネ
ロ
ン
罪
の
捜
査
・
訴
追
・

制
裁
、
マ
ネ
ロ
ン
収
益
の
没
収
、
テ

ロ
資
金
の
捜
査
・
訴
追
・
制
裁
、
テ

ロ
リ
ス
ト
の
資
産
凍
結
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
の

悪
用
防
止
、
大
量
破
壊
兵
器
拡
散
に

関
与
す
る
者
の
資
産
凍
結
等
の
有
効

性
評
価
項
目
で
Ｍ
評
価
と
な
っ
て
い

る
。
法
執
行
や
没
収
に
関
す
る
有
効

性
評
価
項
目
が
Ｇ
７
（
主
要
７
カ

国
）
の
中
で
も
劣
後
し
て
お
り
、
こ

れ
ら
の
評
価
引
き
上
げ
が
求
め
ら
れ

て
い
る
。

　

Ｄ
Ｎ
Ｆ
Ｂ
Ｐ
ｓ
に
関
し
て
も
、
金

融
機
関
と
は
独
立
し
た
有
効
性
評
価

項
目
と
な
る
予
定
で
あ
り
、
こ
こ
で

Ｌ
評
価
と
な
れ
ば
、
そ
れ
だ
け
で

「
強
化
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
国
」
と
な

っ
て
し
ま
う
。
Ｄ
Ｎ
Ｆ
Ｂ
Ｐ
ｓ
に
関

す
る
勧
告
を
３
回
目
の
フ
ォ
ロ
ー
ア

ッ
プ
で
は
Ｌ
Ｃ
評
価
に
引
き
上
げ
る

と
と
も
に
、
今
の
う
ち
か
ら
有
効
性

評
価
の
引
き
上
げ
に
つ
な
が
る
よ
う

な
統
計
、
デ
ー
タ
、
事
実
の
積
み
上

げ
が
必
要
で
あ
る
。

（
注
）１　

総
合
評
価
は
、「
法
制
度
の
有

効
性
」（
Ｉ
Ｏ
＝Im

m
ediate O

ut-
com

e

）と
「
法
令
等
の
整
備
状
況
」

（
Ｔ
Ｃ
＝Technical C

om
pliance

）

と
の
組
み
合
わ
せ
で
判
定
さ
れ
る
。

２　

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
で
は
、
法
令

等
順
守
状
況
の
評
価
の
み
行
わ
れ
、

有
効
性
評
価
項
目
の
評
価
は
行
わ
れ

な
い
。

３　

国
連
安
保
理
制
裁
決
議
は
、
24

時
間
以
内
に
国
内
法
上
の
手
当
て
が

行
わ
れ
る
こ
と
が
理
想
的
で
あ
る
と

Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
用
語
集
で
は
規
定
さ
れ
て

い
る
。

４　

Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
「A

n
ti-m

o
n

e
y 

laundering and counter-terror-
ist financing m

easures Japan 
M

utual E
valuation R

eport

」

（
21
年
８
月
）
２
４
７
ペ
ー
ジ

５　

対
策
の
実
施
面
で
有
効
性
が
高

い
と
認
め
ら
れ
る
順
番
に
、
Ｈ

（H
igh

）、
Ｓ（Substantial

）、
Ｍ

（M
oderate

）、
Ｌ（L

ow

）と
評
価
。

お
ざ
き
　
ひ
ろ
し

88
年
三
井
銀
行
（
現
三
井
住
友
銀

行
）
入
行
。
91
年
大
蔵
省
出
向
（
国

際
金
融
局
調
査
課
）
な
ど
を
経
て
17

年
総
務
部
部
付
部
長
兼
Ａ
Ｍ
Ｌ
金
融

犯
罪
対
応
室
長
。
18
年
金
融
庁
マ
ネ

ー
ロ
ー
ン
ダ
リ
ン
グ
・
テ
ロ
資
金
供

与
対
策
企
画
室
長
、
22
年
主
任
統
括

検
査
官
。
23
年
１
月
か
ら
現
職
。

に
し
た
に
　
み
の
り

信
託
銀
行
、
ネ
ッ
ト
銀
行
に
お
い
て

銀
行
実
務
に
従
事
し
た
後
、
金
融
庁

総
合
政
策
局
マ
ネ
ー
ロ
ー
ン
ダ
リ
ン

グ
・
テ
ロ
資
金
供
与
対
策
企
画
室
検

査
官
（
大
手
銀
行
・
地
方
銀
行
等
金

融
機
関
の
検
査
業
務
や
ガ
イ
ド
ラ
イ

ン
企
画
業
務
を
担
当
）
を
経
て
現
職
。

し
ろ
た
　
ゆ
う
き

Ｓ
Ｉ
ｅ
ｒ
に
て
業
務
ア
プ
リ
ケ
ー
シ

ョ
ン
、
不
正
ア
ク
セ
ス
お
よ
び
マ
ネ

ー
・
ロ
ー
ン
ダ
リ
ン
グ
検
知
を
行
う

Ｓ
ａ
ａ
Ｓ
サ
ー
ビ
ス
の
企
画
に
携
わ

り
、
国
内
金
融
機
関
向
け
に
導
入
支

援
の
経
験
を
持
つ
。
現
在
は
大
手
銀

行
に
お
け
る
Ａ
Ｍ
Ｌ
／
Ｃ
Ｆ
Ｔ
業
務

高
度
化
支
援
に
従
事
。
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